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（２）歳出（別表５，９参照） 

イ．概要 

平成２４年度一般会計の歳出決算額は１８８億５，７５８万９千円で、予算現額２２６億８２万

４千円に対し、８３．４％の執行率である。 

翌年度繰越額は３２億１，９７２万円で、そのすべてが繰越明許費繰越額となっている。したが

って、予算執行残額から翌年度繰越額を差し引いた不用額が５億２，３５１万５千円となっている。 

決算額のうち前年度に比べて減少した主なものは、教育費４億１，７１０万３千円（１９．０％）、

諸支出金２億３，４３１万５千円（１４．３％）、消防費７，９７２万２千円（１０．５％）、公債

費７，１５４万３千円（３．５％）であり、増加した主なものは、農林水産業費２億３，２１０万

２千円（２０．５％）、商工費１億５，７９７万９千円（３０．０％）、衛生費１億４，７２９万７

千円（６．４％）、民生費１億３，７２０万２千円（２．７％）、である。 

概ね予算に即した執行がされていたことを認めた。決算額を性質別に区分すると次のとおりであ

る。 

性 質 別 決 算 額 比 較 表 

決　算　額  構成比 決　算　額  構成比

千円  　　 % 千円  　　 % 千円

2,638,198 14.0 2,766,378 14.6 △ 128,180

2,151,143 11.4 2,220,098 11.7 △ 68,955

216,915 1.2 179,825 1.0 37,090

2,897,466 15.4 2,848,072 15.0 49,394

4,602,061 24.4 4,385,935 23.1 216,126

12,505,783 66.4 12,400,308 65.4 105,475

1,292,983 6.9 1,290,292 6.8 2,691

187,156 1.0 99,340 0.5 87,816

1,480,139 7.9 1,389,632 7.3 90,507

1,965,337 10.4 2,036,880 10.7 △ 71,543

308,950 1.6 532,266 2.8 △ 223,316

0 0.0 0 0.0 0

1,574,850 8.3 1,609,640 8.5 △ 34,790

1,022,530 5.4 996,779 5.3 25,751

18,857,589 100.0 18,965,505 100.0 △ 107,916合　　　　　計
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消費的経費は後年度に形を残さない性質の経費である。投資的経費はその支出の効果が資本形成

に向けられるもので、施設等ストックとして将来に残るものに対して支出される経費である。 

歳出科目は１４款に区分されており、その構成及び予算の執行状況は次のとおりである。 

 ロ．議会費 

議    会    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

191,393,000 189,324,187 0 2,068,813 98.9 1.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２億７７０万９千円に比較すると１，８３８

万４千円（８．９％）の減少である。 

 なお、加西市議会本会議及び委員会のインターネット配信に係る広報の充実について、検討され

ることを望む。 

 ハ．総務費 

総    務    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,719,690,000 1,679,859,557 0 39,830,443 97.7 8.9 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１７億３，０３３万円に比較すると５，０４

７万１千円（２．９％）の減少である。 

 これは主に、賦課徴収費が２，０６１万４千円（４２．７％）、衆議院議員選挙費が１，９９６

万３千円（皆増）、財産管理費が１，８３４万３千円（２６．４％）、それぞれ増加したものの、市

長・市議会議員選挙費が３，７６９万６千円（皆減）、一般管理費が３，１９３万３千円（３．４％）、

戸籍住民基本台帳費が２，０５５万９千円（２０．６％）、県議会議員選挙費が１，４８２万４千

円（皆減）、災害対策費が１，２０２万１千円（６２．１％）、それぞれ減少したためである。 

 また、不用額３，９８３万円は、主に財産管理費において入札差金が生じたことにより工事請負

費１８３万１千円、車両修繕、燃料費の節減等により需用費１２０万５千円、諸費において障害者

自立支援給付費の返還額が見込みを下回った等のため償還金利子及び割引料２７８万８千円が不

用になったものである。 

 ニ．民生費 

民    生    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

5,421,268,000 5,136,405,174 0 284,862,826 94.7 27.2 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額４９億９，９２０万３千円に比較すると１億

３，７２０万２千円（２．７％）の増加である。 
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 これは主に、児童措置費が６，６４１万８千円（４．９％）減少したものの、障害者福祉費が１

億２８万５千円（２０．０％）、後期高齢者医療事業費が５，６００万６千円（１２．２％）、福祉

医療費が３，４３４万６千円（１２．０％）、それぞれ増加したためである。 

 また、不用額２億８，４８６万３千円は、主に社会福祉総務費において、保険給付費等の減によ

り国民健康保険特別会計への繰出金が減になったこと、介護給付費の減、介護予防事業実績の減、

地域包括支援事業、任意事業の実績の減等により介護保険特別会計への繰出金が減になったことな

どにより繰出金５，７７３万円、障害者福祉費において障害者自立支援給付事業で利用者、回数が

見込み額を下回ったことにより扶助費１，２７１万６千円、福祉医療費において医療費助成が減に

なったことにより扶助費２，６２１万３千円、老人福祉費において地域密着型特別養護老人ホーム

を整備するための整備費及び開設準備費補助金が翌年度事業となったため負担金補助及び交付金

１億３，３６３万９千円が不用になったものである。 

 当年度、災害時要援護者台帳が最新の情報に更新された。台帳に基づいた災害時要援護者に対す

る留意について、現在区長に依頼しているところであるが、民生委員への依頼も検討されたい。 

 ホ．衛生費 

衛    生    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,458,381,000 2,433,378,648 0 25,002,352 99.0 12.9 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２２億８，６０８万２千円に比較すると１億

４，７２９万７千円（６．４％）の増加である。 

 これは主に、生活排水対策費が２，９７６万５千円（４．５％）、予防費が１，８７９万７千円

（１３．９％）、それぞれ減少したものの、塵芥処理費が８，２１０万２千円（１９．７％）、保健

衛生総務費が８，０６７万８千円（１０．３％）、火葬場費が３，２０３万６千円（１３３．３％）、

それぞれ増加したためである。 

 また、不用額２，５００万２千円は、主に予防費において予防接種件数が見込みより下回ったこ

とにより委託料７４８万８千円、火葬場費において入札差金などにより工事請負費４３６万６千円、

し尿処理費においてし尿処理量の減により委託料１３８万８千円が不用になったものである。 

 ヘ．労働費 

労    働    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

239,325,000 238,961,374 0 363,626 99.8 1.3 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２億８，２７５万１千円に比較すると４，３

７８万９千円（１５．５％）減少している。これは、労働諸費が減少したためである。 
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 ト．農林水産業費 

農  林  水  産  業  費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,675,936,000 1,366,180,686 289,817,000 19,938,314 81.5 7.2 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１１億３，４０７万８千円に比較すると２億

３，２１０万２千円（２０．５％）の増加である。 

 これは主に、国営かんがい排水関連事業費が５，３４４万２千円（１４．５％）、農村総合整備

事業費が３，６７５万９千円（１０．８％）、それぞれ減少したものの、農地費が２億４，６６０

万円（１６９．０％）、農業振興費が７，８２８万５千円（２４８．２％）、それぞれ増加したため

である。 

 また、不用額１，９９３万８千円は、主に農地費において地元協議により工法変更したことによ

り工事請負費９７４万４千円、新たに創設された震災対策事業への事業変更による地元負担の軽減

等により負担金補助及び交付金５０２万４千円が不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額２億８，９８１万７千円は、農地費の繰越によるものである。 

 チ．商工費 

商    工    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

688,461,000 685,315,493 0 3,145,507 99.5 3.6 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額５億２，７３３万７千円に比較すると１億５，

７９７万９千円（３０．０％）の増加である。 

 これは主に、商工振興費が１億５，５４４万１千円（３１．８％）、商工総務費が２２１万１千

円（８．２％）、それぞれ増加したためである。 

 リ．土木費 

土    木    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,382,134,000 1,146,209,613 220,096,000 15,828,387 82.9 6.1 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１０億９，８９１万円に比較すると４，７３

０万円（４．３％）の増加である。 

 これは主に、都市計画総務費が１，８０４万２千円（２１．３％）、都市下水費が１，５７５万

８千円（２．５％）、それぞれ減少したものの、道路維持費が２，９２０万３千円（２６．２％）、

土木総務費が２，４６６万５千円（１７．０％）、橋梁維持費が１，３８１万５千円（皆増）、それ

ぞれ増加したためである。 
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なお、翌年度繰越額２億２，００９万６千円は、道路維持費、道路新設改良費の繰越によるもの

である。 

 ヌ．消防費 

消    防    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

682,346,000 681,401,840 0 944,160 99.9 3.6 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額７億６，１１２万４千円に比較すると７，９

７２万２千円（１０．５％）の減少である。 

 これは主に、常備消防費が４，５７５万６千円（７．３％）、非常備消防費が３，５５４万４千

円（３０．３％）、それぞれ減少したためである。 

 ル．教育費 

教    育    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

4,586,345,000 1,779,096,900 2,709,807,000 97,441,100 38.8 9.4 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２１億９，６１９万９千円に比較すると４億

１，７１０万３千円（１９．０％）の減少である。 

 これは主に、小学校費における学校管理費（以下「学校管理費（小）」という。）が１億４，３５

０万９千円（５１．４％）、総合教育センター費が１，２４６万５千円（６７．０％）、それぞれ増

加したものの、中学校費における学校管理費（以下「学校管理費（中）」という。）が５億８，２２

５万７千円（７２．３％）、小学校費における教育振興費が１，２７９万５千円（３０．４％）、そ

れぞれ減少したためである。 

 不用額９，７４４万１千円は、主に学校管理費（中）において入札差金により工事請負費６，３

２２万７千円、学校管理費（小）において入札差金により工事請負費１，０８５万２千円が不用に

なったものである。 

 なお、翌年度繰越額２７億９８０万７千円は、主に学校管理費（中）１３億１，６２３万円、学

校管理費（小）８億１，２１２万円、給食施設運営費４億９，２４２万６千円の繰越によるもので

ある。 

 ヲ．災害復旧費 

災  害  復  旧  費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

175,448,000 147,169,171 0 28,278,829 83.9 0.8 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度の支出済額６，１６３万７千円と比較すると、８，５
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５３万２千円（１３８．８％）増加している。 

 これは主に、農業施設災害復旧費が１億１，１５１万８千円（３１２．８％）増加したためであ

る。 

 不用額２，８２７万９千円は、農業施設災害復旧費において実施設計組換等による減により工事

請負費１，６２２万２千円、現地測量、設計委託業務箇所の減により委託料１，２０５万７千円が

不用になったものである。 

 ワ．公債費 

公    債    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,965,573,000 1,965,336,582 0 236,418 100.0 10.4 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２０億３，６８８万円に比較すると７，１５

４万３千円（３．５％）の減少である。 

 支出済額のほとんどが市債償還元金と利子である。 

 一般会計の前年度末における未償還元金は１４１億３，５５６万２千円であり、これに当年度借

入金額１４億３，１６０万円を加え、この合計額から当年度元金償還額１７億４，５７８万４千円

を差し引いた額１３８億２，１３７万８千円が当年度末未償還元金である。 

 カ．諸支出金 

諸  支  出  金 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,410,193,000 1,408,950,218 0 1,242,782 99.9 7.5 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１６億４，３２６万６千円に比較すると２億

３，４３１万５千円（１４．３％）の減少である。 

 これは主に、財政調整基金費が２億２，５４４万円（４５．３％）減少したためである。 

 支出の主なものは、土地開発公社貸付金１１億円、財政調整基金費２億７，１８８万９千円であ

る。 

 ヨ．予備費 

予   備   費 

議決予算額 充用額 不用額 充当率 

円 円 円 ％ 

20,000,000 15,669,000 4,331,000 78.3 

 当年度における予備費の充用件数は５件で、４３３万１千円が不用額となっている。 


